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研究ノート
ダム建設における労働組織と労働移動
—佐久間と下笙•松原—
嶺 学
1. 問題の背景
建設業では，その技術的特性などによって，きわめて著しい労働移動がおこなわれ，ま
た，その浮動的労働者を編成・掌握するためもあって，わが国では親方一子方関係が久し
く残存してきた。わが国建設業に広くみられる重層的な請負，労働の関係も，このような
基礎のうえに成立してきたと考えられる。建設業が注文生産であり．生産の場所がそれぞ
れ異なっており，長くても数年の生産期間に工事が進捗するにともない職種別の労働力編
成が常時変化することなどは，一部に工場生産的分野が展開しつつあるとはいえ，この産
業に共通な技術的特徴である。建設業とくに建築部門では，機械化の進展がおくれている
こともあって，依然職人的技能に依存した熟練労働者が基幹的作業を担当している。イギ
リス，アメリカについてみれば，建設労働者はもっとも古くからクラフト・ユニオンの成
立した分野であり，今日でもその伝統が続いている。クラフト・ユニオンの伝統的な政策
は職別の労働市場を労働組合が完全にコントロールすることに向けられてきたが， これ
が，建設業の労働需要の特質と適合する性格をもつことは疑いをいれない。クラフト・ユ
ニオンが労働市場をコントロールする方法は，職種の分担範囲を明確にし，徒弟制度を厳
格に守って徒弟数を制限し，組合が職業紹介（労働力供給）を一手に把握して単...:....の賃金
率を使用者に強制すること，傷病などにあたり，組合自身が生活保障的給付をおこなうこ
となどにある。このような，クラフト・ユニオンの労働市場統制策は，今日では．団体交
渉の一部として制度化されているのであるが，雇用主側が不公正競争を避け，円滑に労働
力を調達し得るために便宜をうけているという事情もあって，アメリカの都市などで支配
的な慣行の原型となっている。
ところで，日本では，建設労働者（労務者）の労働組合は原則として成立しておらず，
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歴史的にはクラフト・ユニオンの機能の一部は親方一子方の労働関係によって代替されて
きたとみられる。クラフト・ユニオン一般が，日本で成長しなかった一つの理由は，近代
的生産技術の導入態様にあるが，他の理由としては余剰な労働力供給が絶えず存在して熟
練労働者の地位の確立を妨げてきたことをあげなくてはならない。もっとも，クラフト・
ユニオンの成立根拠となっている手工的熟練は，建設業のうちでも土木部門では必ずしも
支配的ではない。このため，イギリスの例では，土木部門の組織労働者は二大一般組合に
属している1)。土木労務者の中心が徒弟訓練を必要としない不熟練労働であるからであろ
う。機械が導入され，人間労働が機械の運転，保全に変わるとともに土木部門の熟練の性
格もさらに変化せざるを得ない。
日本では，土木機械の導入は，戦前からみられるが，本格化するのは，戦後とくに昭和
30年代以降である。機械の導入はもちろん建築部門にもみられるが，土木部門が先行し
た。そこで，遅れた雇用関係をもつ土木部門において機械の導入がどのような影響をもつ
かが研究者の関心をひくことになったと思われる。ダム建設労働の研究にすぐれた業績を
残した「佐久間ダム」の調査2)の問題関心はこのようなところにあったと推定される。
「近代技術の社会的影響」という報告書の副題にもこれが示されている。
さて上記調査では，ダム建設労働に関して二つのグループの研究結果が掲げられている
が，「近代技術」の社会的影響の評価はかなりに異なっている。第1のグループは氏原正
治郎教授らであって，職種編成の変化と労働市場の適応の過程を扱い，技術変化の労働に
関する影響の過程を鮮やかに描きかつ強調している。しかし労働市場の面での適応は摩擦
を伴って円滑でないというまとめである。第2のグループは，北川隆吉教授らの社会学者
であって，労働組織を扱い，技術変化の影響が労働組織の末端に萌芽的にあらわれている
が，経営全体は変化していないと評価している。両グループとも，近代技術の社会的影響
があること，これを阻む要素があることに留意しているが，評価が対照的であることに興
味がある。両グループは「労働市場」または「労働組織」と分析対象をことにしている
し，第1グループは佐久間ダムコンクリート打設，第2グループは，発電所および秋葉ダ
ム建設と異なる工事を対象とし，請負業者の経営方針も対照的であったようであるから，
事実としても，近代技術の影響に差があったとみるべきであろうが，また，分析の視角，
作業仮設における差異も見逃すことができない。第1グループの作業仮設は，技術革新が
1) W.S. Hilton, Industrial Relations in Construction, 1968, p. 6. 
2)日本人文科学会編『佐久間ダム」 1958年東京大学出版会
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論理的にはそれに適合的な労働市場機能を作り出さざるを得ないと考えている。調査結果
では，労働市場機能がそのような適合関係になく，したがって「摩擦」が生じているとい
うことになる。これに対して，第2グループでは，技術変化が社会関係に変化を及ぼす原
動力であるとみとめつつ，他方， 「労働者をつつむ社会関係」が「近代化」を阻む要素と
なると考え，両者の相互規定関係に注目している。ところで，ここで近代化以前のおくれ
た社会関係として重視されているのは親方一子方的な身分階層制，相互扶助組織である。
これを「いわば」と断ってはいるが「封建遺制」とよんでいる。結論は，この古い関係の
中に新しい技術とそれに伴う諸変化が融合，編入されるということであった3)。
氏原グループの技術革新の影響に関する作業仮設は，当時の状況のもとでは実証されな
かった。その主要な原因は，半失業者等の広範な存在であった。しかしその後の高度成長
の過程で，労働力需給関係は一変し，とくに建股業は労働力不足の著しい分野とみなされ
るにいたった。佐久間ダム建設は，土木部門機械化の画期であったが，その後，建設業の
機械化は普及の段階に入り，今日に及んでいる。このような変化にともない，建設業にお
ける雇用関係も変容する。変化の一つは，建設業企業が，労働力の確保，定着をはかる政
策を推進しはじめたことである。全国建設業協会は昭和41年に「建設事業場作業員就業規
則」を作成したが，これは作業現場における労働条件等の準則であって，ともかくも法定
の労働基準を明確化して，作業条件の明朗化を図ろうとするものであった。またこれより
早く，昭和39年建設熟練労働者の確保をめざして建設業退職共済制度が，業界の意欲をう
けて発足している。さらに，最近では，大都市を中心として労働力のプール制度が発足す
ると伝えられ，建設業資本のイニシアテイプによる労働市場の組織化が試みられるにいた
っている。これは，クラフト・ユニオンによる労働市場統制と対照的な傾向であるという
ことができる。加えて，個別企業のなかには，建設機械運転工にとどまらず，他の労働者
についても勤続奨励的な政策をうち出すものがあらわれるにいたっている。最近におけ
る，建設業雇用関係の変化は，技術革新の普及の効果というよりは，国民経済的な労働力
需給関係の変化に影響されることが多いように思われる。「いわば封建遣制」的， ないし
「家父長制的」4)な雇用関係もこれによって緩和，変質を余儀なくされているようにみえ
3)小規模なアースダムの労働について調査した日本人文科学会「ダム建設の社会的影
響」 (1959年， 東京大学出版会） の高木督夫教授の見解も生産技術的影響の過大視に批
判的である。本稿の分析も結果的にこの見解に近いものとなった。
4)建設労働に関する他の代表的著作である内山尚三「建設労働論上」 (1963年，法政大
学出版局）の表現。
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る。だが， 問題は技術革新につぐ労働力需給の変化という条件によって旧い慣行が解体
し，新しい合理的制度が生れ得るかどうかにある。
以上，建設労働の雇用関係と最近における変化，およびダム建設労働を理論的枠組をも
って分析した「佐久間ダム」の調査の位置について述べた。関西大学では，桜田教授を中
心として，下笙•松原ダム総合学術調査が昭和42年度から 5 年間にわたっておこなわれ，
間もなくその成果がとりまとめられることと思われる。
筆者も，同調査団の一員として，昭和43年度および45年度の現地調査に参加する機会を
与えられ，ダム建設労働の分析を分担当した。いずれ労働班および，調査団全体の編集計
画の中で詳細に報告することになろうが，ここでは収集した資料のうちで，建設労働の上
記のような諸事情に関連の深い部分をとりあげて検討を加え建設労働全体の変遷の中で位
置づけを試みたい。本稿については，調査団全体および労働班の意見の調整を経ておら
ず，筆者個人の見解である。
下笙（しもうけ） •松原両ダムは，昭和28年の筑後川洪水後，その治水計画にもとづい
て建設された多目的ダムで，佐久間よりかなり小さい中規模のコンクリート・ダムであ
る6)。ダムの位置は大分，熊本の県境で，ほぼ九州の中央部，主要工事期間は下笙が昭和
40年から44年，松原が41年から45年であった。
第1表ダムの規模
I型 式 号高さ万 I危□ 堤体積
佐久間 重力式 155m 294m l.060Xl03m3 
下 笙 アーチ式 98m 248m 270X103m3 
松 原 重力式 83m 185m 318Xl03m3 
2. 請負，作業組織
日本の建設業では，一般に重層的な請負関係を通じて，工事全体が職別等の部分に分割
のうえ施工される。建築業ではとくにその重層的に関係が顕著であるのに対して，土木部
門ではさほどではない。請負われた作業部分は「請取り」の形でさらに内部の作業集団に
割当てられることもある。「請取り」は小工場などでは出来高賃金を意味しているのに対
5)佐久間では，大極の労働需要を一挙に充足する必要があった点，および大型建設機械
を使用した点で，比較に影響してくる可能性がある。
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して，建設業では請負った作業の終了とともに雇用関係が終了することもあって，請負と
雇用の両者を区別することがしばしば困難である6)。作業組織に，間接雇用的な関係が認
められることもしばしばある。これは典型的には契約上は企業に雇用されている作業総括
者が，相対的に独自に作業管理，労務管理，生活管理（飯場経営）をおこなうものであ
る。大規模な土木経営では，請負と雇用の差異は明瞭になってきているが， それでもな
ぉ，間接雇用の性格を残すものがあり，これは，佐久間でも，下笙でもあらわれている。
対比に入る前に，次の点に注意しておく必要がある。第1は，建設業における重層的な
労働関係はかなりに日本特有な事情であることである。大内力教授らが中央職業安定審議
会委員の資格において昨年おこなった「欧州建設労働事情調査結果報告書」も， イギリ
ス， ドイツを念頭におきつつ，その結論的部分において業界の体質にふれ，西欧にはわが
国の大手建設会社のような巨大企業はないとともに重層的下請関係はみられないことを指
摘している。日本特有といっても，近代的構造の建設工事がおこなわれるようになった明
治20~30年代を中心に請負施工が確立し，工事規模の拡大とともに，重層化がすすんだも
のと解せられるり。第2の留意すべき点は，間接雇用的な関係は，建設業以外の産業にも
あらわれてきたことである。このような関係は，経営が作業の監督を直接行ない難い屋外
労働，鉱業などに残存してきたが，古くは一部の製造業にもみられることは周知のとおり
である。もっとも，この方式は日本固有のものということはできない。産業革命期のイギ
リスの内部請負制や，鉱業における採鉱請負が最近にいたるまで残存したことをみても明
らかである。ところで，初期の間接雇用的形態は，大経営内部における親方労働者が，そ
の独自的な作業管理，労務管理機能の重要部分を失い，経営が直接に労働者を掌握するに
至って解消するのであるが，親方労働者がそれまでもっていた機能は，労務管理面では，
募集，訓練，賃金の決定などであり，また，部分的に生活保障的な役割も果した8)。経営
が， これらの機能を吸収するにいたる直接的原因を技術変化に求める見解が有力である
が，この移行期に労働者の暴動事件が相次いで発生していたという歴史的事実の評価，お
よび，大企業の基幹的部門の技術革新と管理方式の変化にもかかわらず，鉱業などではそ
6)請取りに対応する英語は "lumping"であろう。アメリカの場合，建設労働組合は出
来高払いとともに強く反対してきた。 JohnT. Dunlop, Industrial Relations System, 
1958, p. 258. 
7)古川修「日本の建設業」 (1963年，岩波新書） 54~56ペー ジ， 116~119ペー ジ。
8)山本潔『日本労働市場の構造」 (1967年， 東京大学出版会） 23ページ以下は造船業に
おける実例を紹介している。
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の後も根強く残存した事実もまた無視できない9)。技術革新のみによって労働組織の変化
を説明し得るか， これは建設業のみの問題ではなく， より一般的な背景のある問題であ
る。
さて，佐久間の場合は，ダム工事は間組，発電所および秋葉ダム建設は熊谷組の直営で
おこなわれた。請負施工が一般的な建設業のなかで例外的といえる訳であるが，しかし，
直営の中に請負的要素を残している点で，原則からあまり隔っているわけではない。下笙
ダム•発電所の主要部分は大手土木A社の直営，松原ダム•発電所はトップクラスの大手
総合建設D社が元請となって下請を組織して施工された。
佐久間における間接雇用的な性格は，両企業間で差があるが，それは大工，鳶，土工な
どの旧職種部分についてはつぎの点にみられた。まず，佐久間えん堤の場合，末端労働組
織が，労働力供給の基本的な単位として依然残存しており，班長等の名称の親方がこれを
統合していたことが特徴である。この際，班長に所属する作業長（世話役に当るものであ
ろう）が，会社現場組織の工事実施担当課職員の作業上の指揮をうけ，労務者を監督また
は指導して作業に当る。しかし，作業長および労務者は班長が募集してきた者であり，班
の寄宿舎に起居している。個人の基準賃金の決定，歩増し（賃金の割増）の決定にあたっ
て，作業長および班長が実質的な権限をもっていたように思われる。また，班独自の主と
して労務上の事務処理のため班長に所属する帳付がおかれていたが，これは班が相対的独
自的な単位であったことを示している。ただし，会社作業所の労務係の調整機能がかなり
強くなっていること，班長が月給を受取り職員に準じた会社雇用の実態をもつことなどの
変化が起っていたし，報告書もこれらの変質の点を強調している。ただ，これらの機能の
中で重要なのは班長の募集に関する役割が旧来と比較して変化が少なかったことである。
班長らが，知事登録または大臣登録の建設業者として，労働者の募集に従事しさえしてい
る10)。重機械， プラント類の導入によって，後述するように機械工の補助者としての土
工を生じたが，これらの土工に対して，班は必要人員を繰り出す役割のみを果していた。
賃金管理に関する班の機能も労働力供給単位に付随しているものとみなすことができよ
う。
一方佐久間発電所・秋葉ダム工事では，作業請負の性格が残存した。ここでは，労務者
900人にも及ぷ大きな班があり，各班は，掘削，隧道， 自動車運搬等，大きな工程を一括
9)大山敷太郎『鉱業労働と親方制度」 (1964年，有斐閣）はこの点を強調している。
10) 『佐久問ダム」 223ページ。以下本書の引用は重要な点のみに限りページ数を記載。
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分担していた。大きな班について言えば，班長で熊谷組の他の工事も同時に担当した者が
おり，彼らは現地に「代人」をおいて総括にあたらせていた。代人の事務補佐のための要
員が大きな班では10名にも及び，労務のみでなく資材，工具の管理などにあたる者がみら
れた。また班には，傭員（下級の企業身分）である技術職員が配置され，班の施工技術面
を担当していたと解される。また工事ごとに請負金額が，班長と企業側の交渉のうえ定め
られた。これは，実行予算が工程ごとに配分される経理上の手続きである。この目標金額
以内で工事を仕上げられた場合は剰余の一部は報償金として班長に支払われた11)。 この
ような広範な請負機能の一環として，労務管理も間組の場合より班の独自性がつよく，班
ごとに同じ職種の賃金の格差が著しく大きかった。以上のような諸事実からすれば熊谷組
の班では請負の実態をかなり濃厚に残していたといえる。ただ，班の工事費が目標金額を
上回っても，直接には班長の損失にはならないこと，作業所技術者の指揮が，工長，世話
役に直接及ぶ傾向が強まっていたことなどからすれば，企業直営の実体があったことも，
もちろん否定できない。
佐久間ダム建設は，二つの企業とも重機工，機械工という建設業にとって新しい型の労
働者を直接雇用していた点で共通していた。この点は，佐久間以前から既に一般化してい
たと思われるが，これらの労働者は会社の従業員としての身分を与えられていたし，佐久
間えん堤の場合，•これらの労働者の把握は会社作業所の機械課が直接おこなっていた。
下笙，松原のケースに移ろう。下答ダム，発電所建設についてはA社の請負であるが，
直営部門として，機械班，土木班2があり，このほかB社が型枠および打設工事の一部で
ある士工作業を， C社がグラウト工事を請負っていた。直営部門の機械班は，コンクリー
ト製造プラント類，土工機械（重機械）の運転，保守にあたり，労働者の基幹部分は，支
店採用の「技能員」である。このほか作業所採用の機械工が配置されていた。管理組織に
ついては佐久間の場合と基本的な差はない。土工部門については， A社の班は，佐久間の
間組，熊谷組の中間的位置を占めているといえる。作業請負的な側面としては，工長（佐
久間の班長にあたる）に実行予算額が示され， 「懸賞金」が配分される点は熊谷組と似て
いる。エ長はこれを主要な労働者に再配分する。さらに，臨時工長の制度があることが注
目された。仮締切工事を実施したW班の場合， W工長および同班の労務者は工事終了とと
もにA社との雇用関係が切れている。 Wは，もとA社エ長の独立業者であるが，再び臨時
にエ長として位置づけられたもので経理上の関係は請負に近かった。しかし，熊谷組の大
11) 220ペー ジ。
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きな班と異なり，技術員が配置されず工長自身作業に従事することさえある点からみれ．
ば，作業管理体系により深く編入されている。作業所の労務係によれば会社はエ長の労働
者の募集，把握にもっとも期待しており，この役割を果せなくてはエ長の資格がないとさ
え述べていたところからすると，労働力供給機能にその主たる任務があるとみられる。基
準内での個人の基本賃金決定の権限と，懸賞金の配分は，このような労働者掌握の手段と
なっている。班には帳付および炊事婦が配置されているがこれは，間組の班の場合と同様
に労働力供給機能に伴うものである。
つぎに， A社の下請Bの場合は，経営主がもともとA社エ長で，ほぼA社の専属下請的
な地位にあるものと推測された。工事分担部分の性格上，不熟練，半熟練労働力に主とし
て依存しており，地元労働者が多数就労し，雇用の変動が著しかった。建築，土木の技術
職員を各2名雇用し，技術的にも一応自律性があるが，その労働力の性格から，労働力の
編成，供給にA社が期待しているところが大きいと推定された。つぎにA社とC社の関係
は， A社が専門工事を外注したという色彩がつよい。 C社はグラウト機械を自ら所有し，
その内部の雇用制度はほぼ工場と同様で，親方にあたる者はおらず，世話役という名称の
労働者は工場の伍長，組長と対比できる。ただ， C社もこの工事に関しては，技術面で，
建設省，元請，とくにグラウト専門の技術コンサルタント会社の指示をうける点で，なお
完全な独自性をもってはいなかった。
以上，下笙の工事施工はA社直営といいながら作業の違いによって，請負・作業組織の
性格が異なっていること，すなわち，企業直用部分（機械班）， 内部の労務供給的部分
（土木班），外部の作業労務請負的部分 (B社），および外注的部分 (C社）に分化してい
ることが特徴である。 A元請は，技術職員および管理職員をほぼ独占し，また重機械部門
等の主要生産手段を所有することによって，工事を総括している。
松原の方は， D社が多数の下請を用いて施工した。その工事分担状況は第2表のとおり
である。このうち，主体工事等を分担したのはE社である。 E社はもともとD社九州支店
の専属下請的性格のあった小業者を合併してD社が設立させたもので， D社の出資が4096
にも及ぶ。したがって， E社のD社への従属性はかなり著しい。 D社が所有する機械も比
較的少なくダンプトラック等に限られる。現場ではD社作業所の技術職員が施工技術の管
理を独占し，この面でもE社は弱体であるから，勢いE社各班は工事請負というよりは作
業請負的となり， E社の業務内容および元請との関係では，下笙の土木班と実態的にきわ
めて類似する。 E社はD元請から「材エとも」の形で請負っているが，主要材料はD社が
購入して直接支払い， DからEへの請負代金支払額から差引くという経理がおこなわれ，
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第2表松原ダム工事D社下請一覧
業 者・班 （班長） I 施 工 分 担
E士木昧 士木班 (Al I ダム主体工事
(Ul I 土木工事の一部
ボーリング班 (0)1 ダムボーリングクラウトの一部
型枠班 (S) 仮建物および型枠の一部
鉄筋班 I ！ 妖筋上卓
重(I重機機闘班） 仮下ダラ排流ムッ水仮でク締運のト澱切重ン工機ネル事の一工事部とダンプ l
F工務店
G建設御 仮建物および型枠の一部
味H砕石工業所 ダム骨材製造工事
K地下工業株 ダムボーリンググラウトの一部
L道路株 付帯工事の一部
M組 ’ 
N建設閥 II （モルタル吹付）
0砂利採取協同組合 仮設備工事の骨材~造
（注） 1. 松原発電所はE聡K班の請負で昭和43年6月に50名在籍
315 
就労人員
170 
30 
25 
40 
Aに含まれる
20 
100 
35 
80 
40 
？ 
35 
？ 
？ 
2. 就労人員は班または業者のヒ°ーク時一日当り就労実人員の概数
Eの必要とする毎月の賃金もDが前貸するから， E社が請負業者としての危険を負担しな
ければならないのは，工事が完結した時のみであろう。しかし，実際は工事途中でも賃金
の上昇などにあたってD-E間の協議がおこなわれ， D-E間の恒常的関係からEの下請
業社としての危険は大きいと思われない。ただ懸賞金の場合にくらぺればEの危険負担は
大きく，より能率的な運営が必要となる。 E社各班長は，それぞれ宿舎を運営し生活管理
にあたっている。人数の多いA班では，班長自身が労働者の募集のための活動をしてい
る。佐久間では，職業安定所を通じて班長がその地盤で求人し，彼が選考するというよう
な方法が用いられたが，ここでは雇用の規模が比較にならないほど小さく，また，当時の
労働市場の状況では既にこのような方法では募集を行なうことは不可能であったと推定さ
れ，班長が直接間接の縁故で労働者を募集し，掌握するようになっている。 E社では，こ
れに加えて専門の募集に従事する社員に募集にあたらせた模様であった。 G社は松原以
前，以後ともD社型枠工事の一部を請負っており，継続的な関係をもつが， Dとその他の
企業との関係は明らかでない。その中には， H砕石， K地下工業のように専門業者とみら
れるものがある。 D社とこれらの関係は，下笙におけるA-Cの関係と類似したものであ
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ったろう。元請Dが施工技術，重機械の独占，総じて資本力を基礎としつつ施工を総括す
る点はAと同様である。
佐久間ダム施工の現場組織とのもっとも大きな相違は，独立専門業者があらわれている
ことであるが，その内部組織は，工場一般あるいは，元請の重機工などと類似した直用の
制度である。これらの企業では社員，雇員，用員等々の従業員身分制がおこなわれ，上層
の職員，労働者は企業と継続的な雇用関係に入っている。佐久間でみられた，作業請負的
ないし労務供給的な間接雇用の関係は下笙•松原では元請ー下請関係と，企業内組織への
包摂という二つの異なった方向に展開している。建設業において専門業者の伸びが大き
く，工事原価のうち外注費が増大するという近年の傾向は12), 機械化の進展， 建設業の
規模の拡大にともなう分業化の進展の結果とみなすことができ，自己所有の機械と技術ス
タッフを備えた企業が成長してきたといえる。下笙•松原にみられた元請の専門業者利用
は，元請A,Dの政策にもよるが，上記のような最近の変化の傾向を反映する。しかし他
方，作業請負的，労務供給的な請負ないし間接雇用の関係がなお残存しているが，この点
は次項以下でさらに検討しよう。
3. 労働力の構成
佐久間ダム調査では，わが国初の大型建設機械および一連のコンクリート工事装置によ
って，職種とその編成に変動を生じ，職種の変遷と性格に応じて労働者の属性に変化を生
じたことを克明に分析している。佐久間えん堤工事についての「労働調査論研究会」の人
々の定式化によれば「機械（ロット・システム）段階」から「機械（流れ作業）段階」へ
の変化であった13)。もっとも原報告書では，佐久間以前の大規模ダム工事を「機械（ロ
ット・システム）」と明確に規定しているわけではなく， むしろ機械化が一応全般化して
いたにもかかわらず，掘削工程では「人カエ法」による作業の比重が無視できない大きさ
にあったとしているのである。すなわち，機械（ロット・システム）もダム建設の全工程
についていえば十分完成してはいなかった。一方，氏原グループは佐久間えん堤のコンク
リート打設工事が，流れ作業化したことに，技術変化の特徴があったとみて焦点をここに
しぼる。すなわち，コンクリート工事装置が，プラントとよばれ，プラント間およびプラ
12)建設省『建設白書」昭和46年版， 265ペー ジ。
13)労働調査論研究会編『戦後日本の労働調査」 (1970年，東京大学出版会） 221~225ペ
ジー。
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ントと打設地点がベルトコンベアやケープル・クレーンによる運搬方式で結合され，他の
関連工程もプラント運転に規制されるに至る。流れ作業が成立する前提として，プラント
一般におけるように，製品，材料の規格化，機械の専門化等がおこなわれ，これに対応し
職種も機能的に分化し，旧来土工の万能的熟練は解体し， 9日来土エと協力関係にあったIJ
職種（鳶・大工など）も変質する。
この間の分析は詳細かつ説得的である。職種におけ
る変化は，結果的には第1図のように要約されてい
る。 (1)は，機械工， ドライバーのように他産業に既に
あった職種が導入‘されたもの， (2)は重機械運転工，整
備工のように新しい職種， (3)は旧職種が分化したもの
で士エがその例， (4)は職務内容が一変したもの（鳶か
ら機械鳶へ）， (5)は大工のように作業内容はほとんど
第1図職種分化の図式
他産業旦~) 土木建設業
過去現在
(1)職種
(2)職種
(3)職種
(4)職種
(5)職種
←-
X 
X 
゜
゜0 ,., 
0'。
かわらず重要度，比重を減じたものである。下答•松 （注） 『佐久間ダム」 111ページ
原の調査では，職務内容の調査を行なえなかったので十分質的な対比はできない。ただエ
事規模が小さかったとはいえ，主要生産手段（コンクリート工事装置，重機械類）は同一
であること，およびききとりから機械化の段階は基本的に同一と考えられる。職種編成の
量的な側面については検討すべき点がある。佐久間えん堤工事後期の労務者のうち，土エ
は36.5%を占めるに過ぎなかったのに対し，下笙では同じような工事時期に土工および関
連職種の労働者は6割をこえ，発電所の地下工事に従事したと思われる部分を除外しても
5割をこえた。この比率は，むしろ，秋葉ダムのケースと類似している。佐久間えん堤工
事でも基礎掘削工事の時期には雇用総量が大きく土工の比重はもっと高かったであろう。
結局，下笙では土エ関連職種の相対的地位は佐久間と同じか，あるいはそれを上回ってい
たと推定される。機械化（流れ作業）工法の定着にもかかわらず，土エ等の手労働ないし
筋肉労働が広範に残存したのである。なお下笙では土工関連職種をとったが，この中には
土工世話役，坑夫，土工，人夫，女人夫，グラウト工手許などが含まれている。とりわけ佐
久間の分析でほとんど無視されていた女人夫が数の上でも無視できなくなっている。北川
グループは秋葉ダムで不熟練労働者の比率が高いのは，仕事の段取り，仕上げなどでなお
人力に依存する作業が残されているためであると説明している14)。これは本来的土工作
業が部分的に残存していたことを示すものである。これに対し氏原グループは，旧来の土
14) 224ペー ジ。
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工に加え土エとよばれながら機械工などの新型熟練労働者の補助として働く者（機械土
工）が現れていることを指摘する。さらに，両グループとも，土工機械を運転できるとこ
ろでは土エが人力作業は行なわないという挿話を掲げている15)。要するに， 機械化しが
たい一部の人力による作業が残ること，主作業は機械力によってとって代られるが，機械
・装置の主運転者に加えて補助者が必要とされることであろう。このような事情は下笙・
松原でもあてはまるが，また新しい問題もあらわれている。
まず，主作業の機械化にとりのこされる部分は，仮設作業，主工事終了後の整理にみら
れるように大量画ー的な作業を行ない得ない工事部分にしばしば生じている。そのほか，
コンクリート打設前の岩盤清掃も手労働に依存するところが大きい。土工以外で，型枠，
仮設建築などの大工作業，打設過程で行なわれる配管工事などについても同様である。第
2 の点についていえば，下笙• 松原でもクラッシング・プラントの運転にあたって土エが
補助者とに配置されることは，佐久間えん堤の場合と同様であるが，土工機械の運転に
は，運転手と助手に加えて少数ながら誘導その他の補助者が必要となる。また，原石採取
にあたっては，エアトラックドリル，ワゴンドリル，コンプレッサーの運転に加えて，発
破作業のため士工．坑夫が不可欠である。これらは，土木作業のうちに機械が手労働の補
助を必要とするようなものがあることを示すものである。以上の点までは佐久間でも同じ
状況にあったと推測される。しかし，前述のように下笙• 松原で女人夫がみられるように
なったことは新しい点である。軽作業分野がかなり多く残り，労務費が安いために利用さ
れるようになったものと考えられる。請負金額を積算する際に土工を使うことに計算しな
がら，実際は女人夫が就労しているものがみられたが，この経緯を物語るものであろう。
軽作業化の反面，土工についても，機械，道具等の労働手段に関する知識や，技能職種
や簡単な作業を行なう能力が，筋力に代って尊重されるようになっている事例は，佐久間
えん堤の場合と同様に，松原の聞き取りにもあらわれていた。職種の限界が，簡易な部分
において融通性をもつ場合が少なくないと思われる。この際は，土エというより一般不熟
練労働者の性格をもつと考えられる。土工作業組織の中心は，世話役，坑夫，経験の長い
土工であるが，下笙•松原の大部分の世話役は積極的な募集機能を果さず，知識，経験を
つんだ指導工に転化している。バイプレーターの操作や，発破士資格を得るために，多少
の関連知識も必要となっている。一般不熟練労働者は，枠型製作，取付では大工手許，グ
ラウト作業では助エ，運転工手許などとよばれ，彼らのうちから大工，グラウト機械運転
15) 101ペー ジ， 257ペー ジ。
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工に昇進してゆく。坑夫，世話役などの専門土工は不熟練の性格はつよいとはいえ，経験
の少ない土工作業従事者の中からそれなりの経験を積み，作業組織の中心となる。専門土
工になる過程にあるか，あるいはその意欲と能力をもたない素人士工，女人夫などがその
周辺的部分を占める。
以上，士工を中心にしてみると，佐久間と下答•松原の職種の性格には，技術，技能の
側面からいえば大きな変化はなく相対的に層用盤も低下することもなかったといえるであ
ろう。しかし，軽｛但器に従事する素人土工，女人夫に代表される一般不熟練労働者層があ
らわれている点で微妙な差異があるようにみえる。これは技術，技能の面よりはむしろ，
コスト引き下げの要請と労働市場の状況から来ていると考えられる。
このような事情をもっともよく反映しているのは，労働者の年齢構成である。技術革新
の労働に対する影響調査では，革新的技術の採用された部分の労働者の学歴が高く，年齢
が若いことを指摘するのが常であった。佐久間えん堤では， 「傭人」の従業員資格をもち
重機，機械の運転整備に当る工業高校卒程度の学歴の20代前半までの層がこの傾向を代表
していた。重機オペレーター（エ員身分の現場採用者）も当時の技術革新を担う層であっ
たが，その年齢は20~29オに集中していた。なお，他の産業と異なり，メカニック（重機
の維持，保全，修理にあたる）は新技術の一端を担う職種であったが，他産業の経験者が
多いこともあって年齢の高い者も多かった。旧職種も含めた全体としては，集中の程度は
低いがやはり労働力の年齢の中心は20オ台にあり， 10代の者もかなりみられた。佐久間え
ん堤については，雇入れが使用者の選択にまかされていたため，全体として自然的能力に
応じた分布となっているという分析であった16)。
第3表男子労務者の年齢構成の比較 (%) 
I計 1~19オ¥20オ~125オ~¥soオ~140オ~150オ~¥eoオ~I不詳
下 笙 計 100.0 ＇I 2.7 7. 85 I , 9.8 39.3 24.1 11.4 3.9 1. 4 
松 原 計 100.0 4.1 6. 1. 2 33.5 25. 9 10. 3 6.2 2.1 
下笙 A社技能員 100.0 5.0 10.0 60.0 20.0 
5―.0' |  佐久間間組 100.0 13. 31 31. 8 21. 3I 1 20.1 10.7 2.8 0.1 
佐久間オペレーター 100 4 54 36 4 2 
（注） 1. 下答•松原は昭和43年，佐久間は昭和30~31年。
2. 松原には元請Dのオペレーターが含まれないが，年齢構成には影響は少ない。
3. 下笙A社技能員はオペレーター，機械工等より成る。
16) 129ペー ジ。
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下笙•松原では労働者の年齢は著しく高まり， 10代の労働者は例外となり， 60オ以上の
者が登場する。大まかには，建設時期の約10年のずれに応じて，年齢構成のビークも10オ
ほど高まったといってよい。下笙A社の技能員（支店雇用で，オペレーターが中心）も 6
割まで30代で，佐久間のオペレークーより10オほど年齢が高いとみてよいであろう。
年齢構成全般の変化は，土工，大工等の分野に若年労働者が入職することがほとんどなく
なったことを反映する。松原の専門的下請業者には工業高校卒の学歴の年齢の若い者が少
数みられたし，また，全国的傾向としても，高校卒業者で建設業に入職する者はここ数年
減少しておらず，入職者の半数は現業に従事している17)。 したがって，機械化された作
業分野では若年層の追加はみられるものの，ダム工事でもっとも労働力を必要とする部分
は，経験の浅い中高年層や女子に依存することになっていると思われる。佐久間で「自然
的能力」による年齢構成が可能であったのは，広範な余剰労働力の存在によるのである。
下笙•松原では，労働者の能率の低下を問題視している管理者がおり，労働者募集に特別
の努力がなされてはいるが，必要労働力が不足して作業が遅れるような事態はなかった。
それにもかかわらず，国民経済全体としての労働力の配分状況がこの特定工事にも反映し
たのである。たしかに技術変化が土工作業の軽労働化を通じて年齢構成の変化を可能とし
たが，しかし，それを実現したのはむしろ労働力の需給関係であった。下答•松原ダム工
事を離れても，最近では，土木工事全体に小型の建設機械の利用傾向もみられるが，これ
は，労働力需給事情と賃金の高騰に対処して残された手労働部分を縮小していく努力を反
映する。このように，技術革新の労働力へのインパクトという分析視角のみでは不十分な
事態を生じている。
4. 労働移動
氏原グループの労働移動に関する分析の視点は，新しい施工技術を担う労働力がいかに
蓄積，養成されたか，および，これらの労働力を含むダム建設労働者の地域移動がいかに
おこなわれたかにあった。後の点については，既に崩れていた旧来の親方一子方関係にも
とづく，職業情報の伝達，飯場生活による職と生活の保障の関係がさらに技術革新によっ
て影響をうけるなかで，労働力移動機構が円滑に対応できたかという問題意識であったと
解される。
最初の点については，下笙•松原では既に佐久間以来の施工技術が定着しており，元請
17)建設省『昭和46年建設白書」 274ペー ジ。
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企業または専門業者がすでに長期勤続している従業員を把握し，さらに新規高校卒から補
うような形となっている。下笙A社では，支店の常用雇用で勤続も長い技能員のほか，現
場採用の重機工，機械工，電工などがいたが，彼らの大部分はA社の以前の工事から転じ
て来た者で，実質的にはA社の常用エに近づいていた。会社側も現場採用の機械工に対
し，賞与を支払い常用労働者並みの取扱いをしていた。佐久間で新技術の担い手とみなさ
れた労働者は，企業内定着化をたどったといえよう。もっとも，この傾向は大工場男子基
幹労働者のように完全ではなく，なお，建設業一般や運輸部門との流動性を残している。
一方，不熟練職種についても，勤続年数の長い者が生じているが，当時のA社についてい
えば，これは，後述するような労働者募集と移動方式の結果であり，大部分の一般労働者
は企業間流動の可能性を備えていた。佐久間えん堤調査では，重機運転工，機械工等が，
建設業の自社，他社での経験，機械工業での経験を基礎として転入してきていること，ぉ
よび，機械関係者の出身地は相対的に都市が多いことを指摘している。反面，土工，大工
等の旧職種では農村出身者が相当に多いことになる。が，農村出身者であっても必ずしも
農家の基幹労働力であったとは限らず，地元で土木工事の経験をもつ者が大部分であると
いう陳述を加えている18)。秋葉ダムえん堤掘削工事の土工班では，農業を前歴とする者
455lる，漁業696と第一次産業から転じてきた者が多い。佐久間の二つのデータを矛盾なく
解釈しようとすれば，農家労働者から次第に建設労働者が分化しつつある過程をあらわし
ていると解することであろう。
最近の一調査は，前職が第一次産業である者が4割にも及ぶにもかかわらず，土工，重
作業人夫の就業経験年数が長い者が多いことを示している 19) 。下答•松原の土工につい
ても，このような農業との分離過程が進展していた（第4表）。とくに南九州から出稼労働
者についてはそうである。下答A社労務者の直前の前歴の調査では，農業から寵接転じて
来た者は例外である。前の工事と次の工事の間農業を手伝うようなことがあっても，不熟
練労働一般として農業から遊離し，その一部が専門土工化していると考えられる。下笙．
松原であらわれている地元労働者も，昭和45年の小規模な調査では，農家世帯員ではある
が，農業の基幹的労働者ではないか，農業経営規模が小さいものが多かったところから，
やはり農業から遊離した不熟練労働力が存在して，それがダムの通勤労務者になっていた
のである。
18) 160ペー ジ。
19)労働省職業安定局「建設労働実態調査結果報告習」昭和43年9月。
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第4表下笙A社労務者の前歴（昭和43年夏） （人）
！ 闘臀
直前の職歴 I 
合計
農業I IA社Iその他I不詳i ， 
他地域出身者 125 113 10 26 
62 I 14 1 
うち世話役 13 13 3 10 
土 工 54 48 10 10 
210 2 
8 
坑 夫 19 18 5 1 
鳶 7 7 1 5 1 
電 工 8 7 1 5 1 
重機運転工 6 5 1 4 
I 機械工 10 7 4 3 
地元出身者 77 69 16 32 2 19 
うち土 工 46 45 11 19 1 14 
女人夫 21 14 3 10 1 
（注） 1. 所属班不明と「技能員」を除く。
2. M班,T班（土工班）で職名不明は土工または女人夫に含めた。
3. 地元は通勤可能範囲を本籍とする者。
以上要するに，佐久間当時の新しい建設技術を担った層，とくに基幹的部分については
企業内への定着化がすすみ，他方，不熟練層についても農業から分離した労働力が形成蓄
積されるようになったのである。
第2の問題である地域間移動については，佐久間えん堤の調査結果では，「職縁的」「地
縁的」関連が重要であることが確認された。約1,000名の労務者の3割強が職縁的関係，
4割弱が地縁的関係で移動していた。両者重複する場合もあるが縁故が圧倒的に重要であ
ったことになる。公共職業安定所も利用されたが，公的機関は労働者，雇用主に対して十
分な「保証」を与えなかったため，補助的な募集手段でしかなかったという判断である。
佐久間えん堤の場合の「同職的縁故」の内容は実際上，間組又は沖縄基地の他工事に働い
ていて同じ時期に佐久間に転じたものが大部分であり，事実上の転勤か，同じ工事で働い
たことによる人的関係から職員や先任者が呼び寄せる形のものが一般的であったと思われ
る。また，新しい技術を担った層の一部は近傍の工業高校卒業者であり，機械関係職種の
出身者は都市に偏していた。このような事情は，職縁的な関係といっても，旧い熟練職種
の親方一子方関係にもとづく縁故ではなく，主として職業情報の伝達経路を意味するにす
ぎないと解せられる。地域移動を決意させるような情報は，個人的接触の深い者からのも
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のであろう。このような縁故による職業移動は，工場労働者や職員層についても一般的で
ある。建設業の地域間移動を特色づけるのは，むしろ，土工，大工，鳶等の旧職種の地縁
的関係を基礎とするものである。村落内における家族間，個人間の接触を信頼の基礎とし
て，世話役，棒芯などの労務者が同郷の者を連れてゆき，請負親方の経営する飯場に共に
住ませて当面の作業の指導もするものである。請負親方と基幹労働者はもともと同じ地縁
的関係をもち，あるいは同じ工事に従事することで結合される。後者は旧型の職縁的関係
というべきものであろう。このような募集を他面からみれば，班ごとに労働者の出身地が
著しく違うという傾向となってあらわれる。出身県が異なるばかりでなく，特定の町村出
身者が特定の班の中核を占めることもある。さきに述ぺたように，旧職種においては，間
接雇用的要素が佐久間においても残存していたのであるが，これは，これらの労働者の移
動が著しいために，企業が直接に労働者を把握せずに，請負親方に委せていたという事情
に対応するものである。
以上の点を念頭において下笙•松原の状況をみると，やや目立つ相違は，労務者の安定
度が高いことであろう。両ダムを通じて，性格上もっとも浮動性が強いと考えられたB社
の場合でも，佐久間に比較して，労働異動率は低かったとみられる。佐久間えん堤の場合
では（月間入職人員十月間退職人員）＋前月末在籍人員で算定した労働異動率は，報告書
に記録されている期間のうち，雇用急増期を除き平均35彩（毎月の比率の単純平均）であ
った。下答A社の直用労務者について，これにほぼ見合うと見られる昭和41~42年をとる
と， 22%で，これ以降は工事量の安定から減少に向い，異動率は低下する。
工事の具体的内容が異なり，雇用量の規模が違うために比較は困難であるが，労務者の
異動率は低下しているといってよかろう。これは，建設業全般の傾向とも一致する。第5
表で最高の率が下笙•松原では高いが，これは多分工事の必要に応じて特定の月だけ異常
に高い入職率が時折あらわれているためであって，むしろ定着化の指標とも考えられる。
このような，定着化によって，請負親方の募集における積極的役割は後退した。下笙ダム
第5表労働異動率の比較 （月間彩）
算定期間 最 高 最 低 平 均
下笙 A 昭和41.1~42.12 47 5 22 
B 41.1~42.12 57 ゜ 13 松原E•A 41.9~43. 8 67 ゜ 17 K 43.3~45. 2 90 ゜ 24 佐久間（間組） 28.10~30.6 58 13 35 
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のA社T土工班では以前のダム工事（鹿児島県）， および阿蕪道路工事以来就労してきた
者が多い。したがって，工長が新たに労働者を積極的に募集する必要は必ずしも大きくな
かったと思われる。また，地元で補助的労働者が採用されるようになると，口伝えによる
直接応募者があらわれ，作業所労務係を通じて配置されるようになった。さきに述ぺた松
原E社A班の状況も親方労働者の募集における積極的役割の後退を物語る。
専門的土木業者のもとにおける常用的な雇用関係についても2でふれたが，詳しくみる
と下笙グラウト工事を請負ったC社の例では，現場かぎりの雇用契約で採用された者が，
経験を積んで，ボーリング機械，グラウト機械の運転工となり，常用エとしての身分を得
ている。松原で砕石を請負ったH社の場合は，技術員のほか機械工等が会社従業員化し，
土工および補助労務者を地元採用していた。元方オペレーターに早くからあらわれていた
ように，技能，熟練を要する労働者は，専門業者のもとでも常用化され，この点からも定
着化がすすんだ。
以上のような変化がみられるものの，旧職種における地域移動の態様は，佐久間におけ
るものと類似している。土工班の労働者の出身地が特定の地域に集中する傾向が各班につ
いてみられる。ただ， A社土エ班についてより詳細にみると， A社が以前工事をした地域
の出身者が比較的多い。すなわち， かつての地元労働者がA社の次の工事についてゆく
か，このようにして新工事で働く労働者との縁故で就労する者であろう。つぎに親方労働
者や世話役と同郷の者が数名班に属し班の編成の骨格をなしているようである。このほか
に，出身地が分散した専門土エとみられる層がある。 A社各班を比較検討したところ，こ
の種の編成は班ごとにかなりの相違がみられた。それは， A社との関係を含めた班ないし
班長の工事経歴によるものであろう。これらを通じて，土工班の場合の地域移動の形態を
整理すればおよそ次のようなものと考えられる。
まず，親方を中心とする班の核ともいうべき少数の労働者がいる。彼らは血縁・地緑的
な関係をもつか，多年共に働いて飯場を生活の本拠とする専門的土工である。つぎに，渡
り労働者ともいうべき層がみられる。種々の手づるで，企業間・工事間を移動する専門
的，半専門的土工である。この移動の形態から出身地は分散する。
第3は，会社の以前の工事から次の工事へと移動する者で， A社では人数としてもっと
も多かった。 a→b→ Cと工事を移るに従い，次第に脱落して第2のグループに加わる
か，第1のグループに編入される。第4は，親方，世話役，在籍労働者が経験がないか，
あっても少ない同郷の者，またはかつて同一現場に就労していた者を呼びよせるものであ
る。逆に労務者が縁故をたよって応募してくるものもある。第2と第4の限界は明瞭なも
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のではない。以上の各層は移動労働者でダム工事の中心的な労働者である。最後に地元労
働者があるが，その一部は，工事終了後次の工事についてゆく。
土工班の核以外はかなりにゆるい結合であるといってよいであろう。他面，核自身は血
縁，地縁を含む旧い関係が残されている。松原E社A班の例をみると，この松原ダム工事
以後，高川ダム（鹿児島県）へ，再びD社下請として移動しているが，松原から直接に移
った者は，親方以下約20名で，これは松原のA班の最高の雇用人員の約1割であった。移
動した者は，世話役層と技能労働者および少数の土工であった。世話役の中には親方と同
姓の者や同郷の者もみられる。恐らくこの全員がA土工班の核をなすものではないが，ぃ
ずれにせよ，少数の核となる労働者を中心に，縁故の網を通じて他の労働者が集められ，
さらに地元から補助的労働者が加わることによって，松原におけるE社A班の労働力が編
成されていたといえよう。下笙•松原でこのような労働力の編成が可能であったのは，地
元に広範に不熟練労働者層があり，南九州や大分にある程度土工の経験を有する流動性に
とむ出稼ぎ労働者が相当数存在していたためと考えられる。
5. 問題の展望
佐久間ダムの調査は，技術革新が労働組織と労働移動に関する旧来の労働慣行にどのよ
うに影響をもたらしたかを究明しようとしたが，調査結果は技術革新の影響は全面的では
なかったといえる。佐久間以後，同質の施工技術が定着した。下笙•松原での新しい条件
は，この技術の定着化と，労働力需給環境が変化したことであった。これによって，工場
類似の雇用関係をもつ下請専門業者が成立し，地元不熟練労働者が雇用され，労働者の年
齢が高まるなどの変化があらわれている。土エ親方の募集に果す役割も後退したように見
える。しかし，佐久間当時の労働組織と労働移動の形態が旧来の職種部門において完全に
解体したとはいえない。元請直営の下笙ダムの場合でも， A社は土工，大工の不熟練労働
を要する工事部分を請負親方に委ね，また直営部門の土工班も相対的独自性を残した。
旧い慣行が解体しなかったのは，一つには，技術変化が旧来の技能，筋力を要する労働
を完全に消滅させるほど徹底したものではなかったことであろう。型枠大工は建築大工と
異なり半熟練的工性格を備え，その技能も補助者として採用された者が容易な仕事から困
難な仕事に進むことによって習得するものに変わり，図面を読解する能力が重視されるな
ど，工場の半熟練工に接近したとはいえ，道具による労働を基本とし，作業速度がコント
ロールできないために，下笙B社，松原G社とも出来高払賃金が行なわれていた。旧来士
工についても，作業内容は変化したものの土工班の中心は長年経験を積んだ専門土工であ
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った。労働力不足と賃金上昇は旧職種，旧技能に依存する労働者の相対的比重を低め，半
熟練常用労働者層と不熟練日雇・期間雇用労働者の比重を相対的に高め機械化を促進する
作用を果し得るものと思われる。しかし，下答• 松原のケースでは，既に形成されていた
南九州を主たる出身地とする移動労働者と，地元からの補助的労働者によって労働供給は
概して順調であったから，労働力需給面から技術革新を徹底させる力が十分働くにはいた
らなかった。また，展望を含めていえば、労働力需給の変化によって，機械化が進むとし
ても土木工事が，現場条件の制限をうける注文生産であり，この事情とも関連して土木機
械に付帯し機械運転，保守以外に人力に依存する作業部分が残存することは避けられない
ように思われるから，この面から，旧来の諸制度が完全に消滅するか否か，疑問が残され
る。
旧い労働力統轄機構が縮小し，不熟練労働力を中心に直接応募による労働市場が展開し
ているが，その機能は依然大きな摩擦を伴っている。極端な場合には数日で離職する労働
者がみられる。短期の自発的離職者が多いことは，摩擦の大きさの指標である。地元労働
者の入職についても，先に就労した者からの情報で， 同じ部落の者が応募する傾向があ
り，班ごとに出身部落が集中することは，移動労働者と類似している。そして，不十分な
情報は激しい労働移動の一因になって
いる。 第6表月間賃金総額の中位数
下笙•松原ダム建設では，外部の労 （昭和43年6~7月）
働力の需給条件が，このような労働移 会社・班業 務 1 男 I 女
動を通じて伝播し，賃金引上げの圧力 下I A 52,400 23,000 I 
となり，工事期間中に労務者の賃金は IA技能員土 木 73,200 -
B 土エ・型枠 61, 500 21, 800 
かなり引き上げられた。常用的雇用関 笙IC ボーリング 57, 3001 23,000、
------------------------------------係のない分野では，賃金交渉による年 E・A土木 68,300 22, 700 
1回の賃金改訂と定期昇給を通じてで 松 S 大 工 78, 300 18, 0001 
はなく，米価の引上げによる食事代差 ° ボーリング 59, oo 21, ooi 
原 H 骨材 54,000 21, 5001 
引額の増加や，労働移動を契機とし ゃI タンプ 47,700 17,000 
て，すなわち，離職防止と応募者の受
（備考）全国建設業平均 42, 359 18, 356 
け入れのために漸次上昇し，実収賃金 製造業平均 45, 271 21, 040 
としては，かなり高い水準に達してい
た。昭和43年当時でも月額10万円をこ
える大工等の労務者がみられた。危険
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平均の定期給与，生産労働者（工事現場に働
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なダム労働であってみれば，これが他部門に比較して高いといえるかどうか問題だとして
も平均的にも，実収額は低いとはいえない。労働力の需給環境が，建設労務者の地位を改
善したことは疑いをいれない。しかし，この実収賃金の高さは，時間外労働や休日労働に
よって与えられていた点も見落せない。昭和43年の調査では，休日なしに毎日10時間以上
働きつづけた労働者が少なからずみられた。山間部でレクリエーションの機会がないこ
と，出稼労働者が一般にそうであるように現金収入を少しでも多くしようとする傾向があ
ること，そして，工事が10時間労働を基礎として運営されていたことをあげなくてはなら
ない。佐久間えん堤の調査では，流れ作業方式により，労働者の作業がコントロールされ
ることを詳細に論じたが，その際にも機械装置の運転時間は10時間が基礎であった。松原
ダム工事でも，機械・労働者とも10時間稼動を前提に請負金額がきまり，それが個別作業
にまで分割されていた。技術革新は， 10時間労働を強制したともいえるのである。機械
化，流れ作業の進展した部分では直接雇用と労働者の定着化がすすんだが，これは新しく
生じた問題の一つである。
新旧いずれの型の労働移動と労働力統轄方式も矛盾をはらむものであった。下笙•松原
ではこのような矛盾は，大きく工事の障害となったわけではない。しかし，建設業全体と
してはその後労働力不足が深化してくるとともにこの矛盾が表面化し，資本にとっても，最
初に述べたように建設労働市場の組織化を課題とせざるを得なくなってきたようである。
一方，下笙•松原の場合にみられたように，土木事業には不熟練労働者が多数就労してお
り，その労働条件．作業・生活環境に問題が多いまま放置されてきたが．労働組合中央組
織もようやくその組織化に取り組もうとするかにみえる。技術革新，労働力不足のみでは
解決されなかった建設業の労働移動をめぐる問題は．このような動きの中で新たな展開を
みせるかもしれない。
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